
除染に関する 
環境省の取り組み 

大村 卓 
環境省 

福島環境再生事務所 



文部科学省による航空機モニタリングの結果 
（セシウム134、137の沈着量） 



国際放射線防護委員会 
（ICRP）の考え方 

緊急時被ばく状況 
［計画的避難区域、警戒区域］ 

現存被ばく状況 

長期的な目標 
  

追加被ばく線量を 
年間１ｍSvとする 

１００mSv／年 

２０mSv／年 

除染に関する緊急実施基本方針 
（平成23年８月26日原子力災害対策本部決定） 

［比較的高線量］ 
 

大規模作業を伴う 
面的除染が必要 

［比較的低線量］ 
  

側溝や雨樋など 
ホットスポットを 
集中的に除染 

１mSv／年 

年間２０mSv以下への 
移行を目指す 

 市町村が、除染計画を
作成し実施。 
 

 国は、専門家の派遣、
財政支援により円滑な
除染を支援。 

 住民の帰還が実現するまで、 
  国が主体的に除染を実施。 

縦軸：年間被ばく線量 
［mSv／年］ 

 原子力事故など緊急事態におい
て、緊急活動を要する状況 

 緊急事態後の長期被ばく状況 

除染実施に関する基本的考え方 
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• セシウム134、セシウム
137の放出割合、それぞ

れの線量の強さ、物理的
減衰（半減期）、浸透・拡
散等による自然減衰を考
慮すると、放出後３年程度
で半減、１０年で約１割ま
で、放射線は低減 

• しかし、それ以上はセシウ
ム137（半減期30年）の影

響がより多く残るので低減
する率は低下 

• 除染でセシウムを除去す
れば、より早く低下させる
ことが可能 



被ばく線量を下げるための方法＝除染 
取り除く（除去） 

– 放射性物質が付着した表土の削り取り、枝葉や落ち
葉の除去、建物表面の洗浄等により、放射性物質
を生活圏から取り除きます。 

– 取り除いたものは「遮る」と「遠ざける」で対応 

 
さえぎる（遮蔽） 

– 放射性物質を土やコンクリートなどで覆うことで、放
射線を遮ることができる。結果として空間線量や被
ばく線量を下げることができる。 

 
遠ざける 

– 放射線の強さは、放射性物質から離れるほど、弱く
なる。このため、放射性物質を人から遠ざければ、
被ばく線量を下げることができる。 

– そばにいる時間を短くすることも「遠ざける」こと。 

 



放射性物質環境汚染対処 
特措法の基本的考え方 

１．今回の事故による、 
 ・放射性物質の環境汚染の除染 と 
 ・汚染された廃棄物の処理 
 のための法的な枠組み 
 
２．公的主体による除染・廃棄物対策の推進 
 
３．費用は東京電力に求償 



放射性物質汚染対処特措法 

８月26日 議員立法により成立 
８月30日 公布・一部施行 

基本方針の閣議決定 

特別除染地域の
指定 

重点調査地域の
指定 

平成24年１月１日 本格施行 

国の除染実施計
画策定 

除染に関する緊急実施基本方針 
＋ 市町村による除染実施ガイドライン 

８月26日 原子力災害対策本部決定 

９月９日 東日本大震災復旧・復興予備
費約2,200億円の確保 

（国直轄地域） 

モデル事業実施
等 

ガイドライン等へ
の反映 

市町村計画策定 

市町村による 
除染開始 

地域指定の要件、処理の基準等の 
政省令制定 

市町村等の除染
実施計画策定 

国による本格除
染の実施 

市町村等による
本格除染の実施 

順次移行 

原子力災害対策特別措置法の下での取組 
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除染実施に関する枠組み 



特措法基本方針の除染の目標等 
•  人の健康の保護の観点から必要である地域について優先的に計画を策定し、線量に応じた
きめ細かい措置を実施。特に子どもの生活環境については優先的に実施。 

• 追加被ばく線量が年間20ミリシーベルト以上である地域については、当該地域を段階的か
つ迅速に縮小することを目指す。空間線量が特に高い地域については、長期的な取組が必
要となることに留意。 

• 追加被ばく線量が年間20ミリシーベルト未満である地域については、長期的な目標として
追加被ばく線量が年間１ミリシーベルト以下となることを目指す。 

○除染特別地域に関する事項 
• 除染特別地域のうち、追加被ばく線量が特に高い地域以外の地域については、平成26年3
月末までに、土壌等の除染等の措置を行い、そこから発生する除去土壌等を、仮置場へ
逐次搬入することを目指す。 

• 追加被ばく線量が特に高い地域においては、まずは国がモデル事業を実施。 
○除染実施区域に関する事項 

• 除染実施計画の策定に当たっては、優先順位や実現可能性を踏まえた計画とする。除去
土壌等の量に見合った仮置場の確保を前提としたものとする。 

• 追加被ばく線量が比較的高い地域については、必要に応じ、表土の削り取り、建物の洗
浄、道路側溝等の清掃等を行うことが適当。追加被ばく線量が比較的低い地域について
も、周辺に比して高線量を示す箇所があることから、子どもの生活環境を中心とした対
応を行うとともに、地域の実情に十分に配慮した対応を行う。 



除染関係ガイドライン等の策定 

• 除染等を進めるに際しての
技術的なガイドライン 

• 環境省令を補うものとして
作成 

• 除染事業発注等で参照 
 内容 

1. 汚染状況重点調査地域内における環境の汚染
状況の調査測定方法のガイドライン 

2. 除染等の措置に係るガイドライン 
3. 除去土壌の収集・運搬に係るガイドライン 
4. 除去土壌の保管に係るガイドライン 



環境省地方事務所における体制：4月以降 
東北地方環境事務所 

福島環境再生事務所 

（@福島市） 

庶務課 

放射能汚染対策課 

市町村支援・廃棄物対策室 

 福島環境再生事務所   約２００人  

庶務、経理、契約、広報 

県中・県南支所 県北支所 会津支所 浜通り北支所 浜通り南支所 

全体総括・企画、情報、直轄除染 

関東地方環境事務所    
（@さいたま市） 

放射能汚染対策課 

県内関係自治体担当 
栃木県、茨城県、群馬県、千葉県、埼玉県の５１市町村 
担当する自治体 

関東地方環境事務所（除染関連） ２６人  

市町村除染対応、廃棄物（がれき、指定廃棄物等） 

契約、広報、全体総括・企画、廃棄物（指定廃棄物等） 

福島県、岩手県、宮城県の５３市町村 担当する自治体 



国による除染事業について 



除染特別地域 
• 環境省が除染実施計画を策定し、除染事業
を実施 

• １月に除染ロードマップを公表し、推進 



除染特別地域における除染の方針について 
（除染ロードマップ）のポイント 

＜避難指示解除準備区域（※）となる地域＞ ※20mSv/年以下 
  ・平成24年内を目途に、10～20mSv/年の地域（学校等は５mSv/年（１μSv/時）以上）の除染を目指
す。 
  ・平成25年３月末までを目途に、５～10mSv/年の地域の除染を目指す。 
  ・平成26年３月末までを目途に、１～５mSv/年の地域の除染を目指す。 
  ・地域の具体的な目標値は、モデル事業の結果等も踏まえ、計画に反映する。 
  ・10mSV/年以上の地域は、当面、10mSv/年未満を目指す。学校は再開基準である１μSv/時以下
を目指す。 
 

＜居住制限区域（※）となる地域＞ ※20～50mSv/年 
  ・平成24～25年度にかけての除染を目指す。 
  ・20～50mSv/年の地域を段階的かつ迅速に縮小することを目指す。 
 

＜帰還困難区域（※）となる地域＞ ※50mSv/年超 
  ・当面は、モデル事業を実施。 

本格除染の進め方 

市町村ごとの具体的な除
染の進め方は、関係者と
の調整の上、個別に対応 

○２０１１年度末を目途に、特別地域内除染実施計画を策定。当該計画に基づき本格除染を実施。 
○避難指示区域の見直し、復旧・復興の動き等とも連携。 
○仮置場の設置等の目途、作業員の円滑な確保の観点に留意。 
○モデル事業や先行除染を並行して実施。そこで得られた知見を適宜活用。 
   先行除染の例 ： 公的施設、常磐自動車道（１／２６公募開始予定）、インフラ施設 等 



1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 夏以降 

計画 

除染モデ
ル実証事

業 

先行除染 

本格除染 

仮置場 

当面の除染特別地域の除染工程表 

                        測量・造成・搬入 

同意されたところから順次実
施 

関係人の確認・把握 

設計 

役場・公民館 等 

常磐道（環境省モデル事業） 等 

同意の取得 

上下水道施設等のインフラ施設 

※具体的な除染の実施に際しては、市町村ごとに除染の手順を設定 

内閣府モデル事業 

高線量地域（環境省モデル事業） 

※知見を随時活用 

特別地域内除染実施計画 

建物等の放射線モニタリング 

建物等の状況調査 

除染作業開始 

本格除染 

土壌等の搬入（随
時） 

住民説明
会 



平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年
度以降 

1月 4月 7月 10月 1月 4月 7月 10月 1月 

本
格
除
染 

避難指示
解除準備
区域（※）と
なる地域 

 

※年間積算
線量20mSv
以下 

居住制限
区域（※）と
なる地域 

 

※年間積算
線量20mSv
～50mSv 

帰還困難
区域（※）と
なる地域 

 

※年間積算
線量50mSv
超 

仮置場 

新たな避難指示区域ごとの除染工程表 

設計等                         測量・造成（地元合意が得られ次第順次） 
搬入・管理 

５～10mSv/年の区域 

１～５mSv/年の区域 

20～50mSv/年の区域 

モデル事業 

10～20mSv/年の区域 
（学校は５～20mSv/年） 
 

結果の検
証 

※具体的な除染の実施に際しては、市町村ごとに除染の手順を設定。 
※除染の実施に当たっては、モデル事業（内閣府、環境省）等で得られる技術的知見を適宜取り入れる。 

・モデル事業
による技術
実証 

・役場等の先
行除染 

・建物等の放
射線モニタ
リング 

・建物等の状
況調査 

・同意の取得 
 
※市町村ごと
の実情を踏
まえて、個
別に検討 

 住民の同意、仮置場の確
保等の諸条件が整い次第、 
除染事業を開始 



除染工程の一連の流れ 

放
射
線
モ
ニ
タ
リ
ン

グ
・建
物
等
の
状
況

調
査
（現
地
調
査
） 

除
染
方
法
の
決
定 

除
染
作
業 

事
後
の
放
射
線
モ
ニ

タ
リ
ン
グ
等 

終
了
・（継
続 

モ
ニ
タ
リ
ン
グ
） 

現
地
調
査
等
に
つ
い

て
の
住
民
説
明
会 

土
地
の
関
係
人
（占

有
者
等
）の
把
握 

建物等への 
立入の了解 

結果の報告 
除染方法の確認 

除染の同意 

土地の関係人（占有者等）とのやり取り 

３～４万世帯
の調査 

約50万箇所のモニタリング、
数万棟の建物調査（５ヶ月） 

準備が整ったところから、順
次、発注 



除染特別地域の除染進捗状況 

• 特別地域内除染実施計画の策定 
– 4/13 田村市、楢葉町、川内村 
– 4/18 南相馬市 

• その他の町村は現在協議・調整中 

• 除染事業の実施 
– 5/11 田村市除染工事の公示（事業者の公募） 

• 先行的除染（作業に必要な資機材の保管や作業員の休憩場所等として活用

する役場やインフラ設備等の先行的に除染） 
– １２月７日： 自衛隊による役場の除染開始。（楢葉町、富岡町、浪江町、飯舘町） 
– １月末～： 環境省による役場周辺施設、インフラ施設等の除染 

 



市町村における除染 

• 福島市、伊達市等で除染は早期に着手。 
• 除染に関する緊急実施基本方針（原子力
災害本部決定）を受け、福島県内３３の市
町村が除染実施計画を策定、除染事業に
着手。 

• 国は、除染のための財政的仕組み（基金）
や専門家派遣等の仕組みを用意。 
 
 

実績を生かしつつ特措法の枠組みに移行中・・・ 



特措法：市町村が除染を推進する地域 
1. 環境大臣が、「汚染状況重点調査地域」を指定 
2. 「汚染状況重点調査地域」に指定された市町村長は、環境大臣と協議

して、「除染実施計画」を策定 
3. 市町村長は、除染実施計画に基づいて除染を推進 
4. 国は、市町村の除染に必要な財政的・技術的措置を実施 
 
                        重点調査地域の指定（全国で１０４市町村） 
 



中間貯蔵施設 
• 福島県内から発生する大量の除染土壌、汚染廃棄
物等を、最終処分するまで、安全に集中的に監理・
保管する施設。 
– 容量（推計） 1500万～2800万m3 

– 敷地面積（推計） ３～５km2 

• 除染に伴い生じた土壌、草木、落葉・枝、側溝の泥（
可燃物は、原則として焼却し、焼却灰を貯蔵） 

• 上記以外の廃棄物（１０万Bq/kg超を想定。可燃物は
、原則として焼却し、焼却灰を貯蔵。） 

• 中間貯蔵後３０年以内に、福島県外で最終処分。 
– 効果的な分離等の減容化技術の研究開発・評価に努め、
今後の技術開発状況を踏まえて検討。 

 



除染技術・周辺技術の課題 

• 大規模に適用できる、効率的な除去技術 
• 土壌や廃棄物の発生量の抑制 
• 効果的なモニタリングと暴露評価 
• リスクコミュニケーション（特に低線量（長期）
被ばく） 

• 中間貯蔵時における減容化 
• 環境中の放射性物質の動態の把握 

 
 
 



 



指定廃棄物 対策地域内廃棄物 

焼却灰等 可燃物 焼却 

10万Bq/kg超 10万Bq/kg以下 

8,000Bq/kg超 

除染に伴う土壌・廃棄物 

特定廃棄物 

管理型処分場（主に既存のものを想定） 
（県内残余容量・・・一廃：約180万m3、産廃：約500万m3） 

約50万t 約6万t/年 

8,000Bq/kg超 

焼却が可能なもの 

例）汚泥、稲わら、 
  家畜排泄物堆肥等・・・ 

中間貯蔵施設 

減容化等 

最終処分へ 

仮置場 

焼却 8,000Bq/kg
以下 

対策地域外の廃棄
物と同等の処理 

指定廃棄物と
同等の処理 （指定の際の値で判断） 

約1500万～ 
     約3100万m3 

処理後のモニタリング等は国が実施 

特定廃棄物及び除染に伴う廃棄物の処理フロー （福島県内） 



指定廃棄物 

焼却灰等 可燃物 焼却 

10万Bq/kg超 
10万Bq/kg以下 

除染に伴う土壌・廃棄物 

特定廃棄物 

8,000Bq/kg超 

焼却が可能なもの 

例）汚泥、稲わら、 
  家畜排泄物堆肥等・・・ 

仮置場 

焼却 

福島県以外合計で 
8万t/年程度 

遮断型処分場 

管理型処分場（主に既存のものを想定） 

（指定の際の値で判断） 

福島県以外合計で 
約140万～約1300万m3 

処理後のモニタリング等は国が実施 

特定廃棄物及び除染に伴う廃棄物の処理フロー （福島県以外の各都道府県内） 



なるべく早く使用するため、完成した区画から供用を開始するセル方式（同時進行） 

建設待ち 搬入後 建設中 搬入完了 搬入中 

建設中 
搬入中 

放射線の監視 

高濃度・溶出性対応型施設の例 低濃度・非溶出性対応型施設の例 

地下水中の放射性物質の監視 
鉄筋コンクリート製の人工構築物外周仕切設備 

雨水流入防止用屋根（搬入中のみ） 

ふた（搬入後に覆う） 

放射線の監視 

緑化（搬入後） 覆土（搬入後） 

遮水工 
（上部・側部・底部） 

雨水集排水溝 

浸出水集水設備・ 
水処理施設 
（放射性物質の監視） 

雨水集排水溝 

貯蔵物は適切な容器（フレコンバッグ等）に収納 

中間貯蔵施設のイメージ図 
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